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第１章 四日市市空家等対策計画の目的と位置づけ 

１－１ 計画の目的 

近年の少子高齢化の進行による人口減少や、建築物の老朽化、社会的ニーズの変化等に伴

い、居住その他の利用がされていない空家等が全国的に増加しています。 

この中には、適切に管理されず、放置され、周辺の環境に悪影響を及ぼすものも生じてい

ます。適切に管理が行われていない空家等については、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景

観の阻害など多岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼします。 

このことから国においては、地域住民の生命、身体または財産を保護するとともに、その

生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、平成 27 年（2015 年）5 月 26

日に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家特措法」という。）が完全施行され

ました。また、令和 5 年 12 月 13 日には、特定空家等に対する措置を充実させるとともに、

特定空家等になる前の段階からの対策を充実させることを目的とした改正空家特措法が施行

されました。これにより、市町村において空家等に関する対策の実施や適切な措置を講じる

よう努めることが規定されています。 

本市においては、平成 26 年（2014 年）10 月に空家特措法に先立ち、「四日市市空き家等の

適正管理に関する条例」を施行、令和 6 年 3 月には「四日市市空家等の適切な管理に関する

条例」へと改正し、適切に管理がされていない空家等への対応を進めてきました。しかし、

全国的な状況と同様に市内の空家等は増加しており、その発生を抑制する取り組みや放置さ

れる空家等を増やさない対策が一層求められています。 

このようなことから、市民の生活環境の保全及び安全で安心な暮らしの確保に寄与するこ

とを目的として、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するために「四日市市空家

等対策計画」を定めるものです。 

 

【本計画における「空家」と「空き家」の表記について】 

本計画では、空家特措法を踏まえて使用する場合においては、「空家」と表記し、それ

以外の一般名詞として使用する場合、あるいは事業名として使用する場合等においては、

「空き家」と表記しています。 

 

 

 

  



 

2 

１－２ 計画の位置づけ 

「四日市市空家等対策計画」は、空家特措法第７条第１項に規定する計画であり、空家等

に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、国の基本指針に即して策定する計画です。 

本市では令和 2 年（2020 年）4 月に市の将来を見据えた総合的・計画的なまちづくりの指

針となる「四日市市総合計画（2020 年度～2029 年度）」を策定し、都市の「空き」再活用魅

力増進プロジェクトとして、人口減少の進行により増加が懸念される空き家や空き地の利用

促進について位置づけています。また、令和 2 年（2020 年）3 月には、増加する空家等の対

策や市民の皆様の多様化する住まいのニーズに応えていくことを目的に、「四日市市住生活基

本計画」を見直し、空家等に対する必要な施策を位置づけました。 

「四日市市空家等対策計画」は、上位計画である「四日市市総合計画」に即した上で、「四

日市市住生活基本計画」等とも整合や連携を図りながら空家等対策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 計画期間 

本計画の計画期間は、「四日市市住生活基本計画」と連携し、令和 5 年度（2023 年度）から

令和 11 年度（2029 年度）までの 7 年間とします。なお、中間年である令和 8 年度（2026 年

度）には計画の評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行います。 
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計画期間：令和 5年度（2023年度）～令和 11年度（2029年度） 

計画期間：令和 2年度（2020年度）～令和 11年度（2029年度） 

連携 

整合 

四日市市総合計画 

（令和 2 年 4 月） 
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四日市市空家等対策計画 
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第２章 本市の現状と課題 

２－１ 人口・世帯数の状況 

(1) 人口・世帯数の推移 

本市の人口及び世帯数は、令和 3 年（2021 年）10 月１日現在、310,110 人、142,498 世帯、

１世帯当たりの人口は 2.18 人となっています。 

近年の人口は、31 万人前後で推移し、世帯数が増加傾向にあることから、１世帯あたり

の人口は減少しています。このことから、核家族化の進行や単身世帯の増加がうかがえま

す。 

【図 人口・世帯の推移】 

 

出典：住民基本台帳 
 

 

(2) 年齢別人口の推移 

本市の年齢別の人口は、令和 2 年（2020 年）時点で 0～14 歳の人口が 12.5％、15～64 歳

の人口が 61.5％、65 歳以上の人口が 26.1％となっており、65 歳以上の人口の増加が顕著と

なっています。今後の人口推移においても、少子化や高齢化の進行が続く見通しです。 

【図 年齢別人口推移】 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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(3) 持ち家で暮らす高齢者単身世帯数の推移 

65 歳以上の人口が増加している中で、持ち家で暮らす単身高齢者の世帯数についても増

加しています。 

【図 持ち家で暮らす高齢者単身世帯数の推移】 

     
出典：住宅・土地統計調査 

(4) 自然増減と社会増減の推移 

自然増減は平成 23 年（2011 年）以降、死亡数が出生数を上回る自然減が続き、減少数は

増加傾向にあります。また社会増減は平成 25 年（2013 年）以降増加傾向にありましたが、

令和３年（2021 年）は再び減少に転じています。 

【図 自然増減と社会増減の推移】 

 
  ※枠内の数値は社会増減数を示す。 

出典：住民基本台帳 

 

【自然増減】 

出生数と死亡数の差によって生じる人口の増減 

【社会増減】 

他地域からの転入、他地域への転出の差によって生じる人口の増減 
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２－２ 住宅ストックの状況 

(1) 住宅総数の動向 

本市の住宅総数は、市内の世帯数を上回っており、平成 30 年（2018 年）時点の住宅総数

は、149,450 戸、市内の世帯数は 138,279 戸となっています。 

【図 住宅総数と世帯数の推移】 

 

出典：住宅・土地統計調査、住民基本台帳 

 

(2) 建て方別住宅総数の推移 

市内の住宅について、建て方別に推移をみると、平成 30 年（2018 年）時点で一戸建ての

住宅は全体の約 6 割を占めており、戸数は増加し続けているものの、割合は徐々に減少し

ています。一方、共同住宅は割合・戸数ともに大きく増加しています。 

【図 建て方別住宅総数の推移】 

 
出典：住宅・土地統計調査 

（平成 15 年（2003 年）は旧楠町を含まない。平成 17 年（2005 年）に旧楠町と合併） 
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(3) 新築住宅着工件数の推移 

新築住宅の着工件数はリーマンショック後に落ち込みましたが、その後は緩やかな増加

傾向となっています。令和 2 年度（2020 年度）は年間 2,500 戸余りの新築着工があり、持

ち家は年間 900 戸程度で推移しています。 

【図 新築住宅着工件数の推移】 

  
出典：住宅着工統計 
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２－３ 空家等の状況 

(1) 空家数・空家率の推移 

本市の空家数・空家率は、平成 10 年（1998 年）に大きく上昇して以降、緩やかな上昇傾

向であり、平成 30 年（2018 年）には 18,120 件となっています。 

また、本市の空家率は 12.1％であり、全国の 13.6％や三重県の 15.2％と比べると低い水

準となっています。 

【図 空家数・空家率の推移】 

 

          ※平成 10 年（1998 年）以前は空家総数 

出典：住宅・土地統計調査 

（平成 15 年（2003 年）以前は旧楠町を含まない。平成 17 年（2005 年）に旧楠町と合併） 
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新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

●売却用の住宅 
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たって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 
（注：空家等の区分の判断が困難な住宅を含む。） 
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(2) 空家等の種類 

空家等の種類は、前項の図より賃貸用の住宅、売買用の住宅等を除いた「その他の住宅」

の割合は 53.3％となっています。また、「その他の住宅」の内訳をみると、「一戸建（木造）」

が全体の 6 割以上を占めている状況です。また、「その他の住宅」のうち、腐朽・破損のあ

る住宅は 19.6％となっています。 

【図 空家等の種類別内訳】 

「その他の住宅」の内訳 

 

出典：住宅・土地統計調査 

「その他の住宅」のうち、腐朽・破損のある住宅 

 

出典：住宅・土地統計調査  
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２－４ 空家等の対応の状況 

本市では、市民から相談のあった空家等や管理不全な状態を確知している空家等につい

て調査・確認を行い、必要に応じて適切な管理を行うための助言や指導等を実施していま

す。対応件数は平均して年間約 700 件を超える状況となっており、主な内容は「火災の危

険性」、「建物の劣化」、「草木の繁茂」などとなっています。 

【図 空家等の対応別件数・割合の推移】 

 

※年度内に同一物件に複数回対応した場合も１件で計上しています。 

※１件で複数の内容を含む場合があります。 

出典：四日市市 
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 ２－５ 実態調査による空家等の状況 

(1) 空家等の調査の概要と結果 

本市では、水道の開栓情報をもとに、市内の一戸建ての住宅約 11,000 件を対象として、

令和 2 年度（2020 年度）に調査員の目視による外観調査を実施しました。その結果、2,822

件の空家等を確認しています。 

また、上記以外に市が既に把握している一戸建て空家等 324 件を含めると 3,146 件の空

家等を確認しています。 

これらについて、外観の劣化状態に応じて判別を行った結果、「すぐに居住できる状態 

（Ａ判定）」が 2,264 件（72.0％）、「居住できる状態ではあるが、簡単な修繕または手入れ

が必要な状態（Ｂ判定）」が 332 件（10.6％）、「修繕、手入れを行えば居住できる状態（Ｃ

判定）」が 187 件（5.9％）、「居住不能またはかなりの修繕を行わなければ居住できない状態

（Ｄ判定）」が 347 件（11.0％）でした。 

【図 空家等の判定別の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、外観の劣化状態が「Ｄ判定」となった 347 件の空家等についてはより詳細な外観

調査を実施し、建物の不良度の判定を行っています。その結果 33 件の管理不全な空家等

を確認しています。 

【図 管理不全な空家等の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

100点以上

33件 9.5%

100点未満

314件 90.5%

D判定

347件

■ Ａ判定：すぐに居住できる状態 

■ Ｂ判定：居住できる状態ではあるが、 

簡単な修繕または手入れが必要な状態 

■ Ｃ判定：修繕、手入れを行えば居住 

できる状態 

■ Ｄ判定：居住不能またはかなりの修繕

を行わなければ居住できない状態 

【建物の不良度の判定の基準】 

建物の不良度の判定は「外観目視によ
る住宅の不良度判定の手引き」（国土交通
省平成 23 年 12 月）の不良度判定基準に
基づいて実施しています。 
不良度を評定し、合算した評点が 100

点以上のものが管理不全な空き家と判定
されます。 

Ａ判定

2264件 72%

Ｂ判定

332件 10.6%

Ｃ判定

187件 5.9%

Ｄ判定

347件 11%

目視不能

16件 0.5%

一戸建ての空家

3,146件
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【図 市内の空家等の分布状況】 

 
 

(2) 敷地の状況 

空家特措法においては、空家等とは建築物に附属する工作物や敷地（立木その他の土地

に定着する物を含む）としていることから、空家等の実態調査においては空家が所在する

敷地や庭木、工作物等においても以下の項目について調査を実施し、敷地の管理に不適切

な項目がないものをＡ判定、管理に不適切な項目があるものをＢ判定としています。結果、

約半数で調査項目のいずれかに管理に不適切な項目があるものとなっています。 

【図 敷地の判定別の割合】 

 

                   

 

調
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ごみの放置、不法投棄、汚物や排水等の流
出がある 

門、塀等にひび割れ、破損がある 

庭木等に腐朽、倒壊、枝折れ等がみられる 

雑草や庭木等の手入れが長期に渡り放置
されている 

擁壁に破損等異常がある 

隣地等周辺に悪影響を及ぼしている 

 

  

Ａ判定

1,644件 52.2%

Ｂ判定

1,494件 47.5%

目視不能 8件

0.3%
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 (3) 地区別の分布状況 

地区別の空家等の状況をみると、地区別の空家率は沿岸部の地区で高くなっています。 

【表 地区別の空家等の件数及び空家率】 

地区 空家等 

件数 

空家率 地区 空家等 

件数 

空家率 

01.中部 

1.共同 58 5.6％ 11.川島 86 2.2％ 

2.同和 17 6.2％ 12.神前 79 2.4％ 

3.中央 44 7.7％ 13.桜 157 3.1％ 

4.港 78 12.1％ 14.三重 164 2.5％ 

5.浜田 85 5.9％ 15.県 64 3.0％ 

02.富洲原 185 7.0％ 16.八郷 145 3.5％ 

03.富田 149 4.6％ 17.下野 127 4.8％ 

04.羽津 111 2.4％ 18.大矢知 130 2.5％ 

05.常磐 177 3.2％ 19.河原田 54 4.1％ 

06.日永 123 3.0％ 20.水沢 42 4.4％ 

07.四郷 268 4.4％ 21.保々 64 3.2％ 

08.内部 140 2.6％ 22.海蔵 92 2.6％ 

09.塩浜 148 7.4％ 23.橋北 133 7.8％ 

10.小山田 58 4.1％ 24.楠 168 5.4％ 

   市内全体 3,146 3.9％ 

 

【図 地区別の空家率の状況】 

 

 

【空家率について】 

 

空家率（％）＝                  ×100 

 

一戸建て住宅数・・・一戸建て住宅の空家等数に一戸建て住宅の世帯数を加えた件数 

一戸建て住宅の空家等数 

一戸建て住宅数 
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(4) 市街化区域・市街化調整区域別の状況 

都市計画区域における空家等の割合をみると、市街化調整区域では「居住不能またはか

なりの修繕を行わなければ居住できない状態（Ｄ判定）」の割合が高くなっています。 

また、人口に対する空家等の割合をみると、市街化調整区域が高くなっています。 
 

【図 市街化区域・市街化調整区域別の空家等の割合】 

 

【表 市街化区域・市街化調整区域別の人口・空家等の割合】 

 

【図 市街化区域の判定別割合】    【図 市街化調整区域の判定別割合】 

 

※「その他」は、「目視不能」もしくは「不明」の合計件数 

【表 市街化区域・市街化調整区域別の空家等の判定別数】 

 Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定 その他 総計 

市街化区域 1,947 279 158 276 11 2,671 

市街化調整区域 317 53 29 71 5 475 

総計 2,264 332 187 347 16 3,146 

  

市街化区域

2,671件，84.9%

市街化調整区域

475件，15.1%

市街化区域 市街化調整区域

一戸建て

の空家

3,146件

72.9%

10.4%

5.9%
10.3%

0.4%

A判定 B判定 C判定 D判定 その他

市街化区域の

一戸建ての空家

2,671件

66.7%

11.2%

6.1%
14.9%

1.1%

A判定 B判定 C判定 D判定 その他

市街化調整区域の

一戸建ての空家

475件

 人口 人口割合 空家数 空家数の割合 

市街化区域 270,869 人 87.1％ 2,671 件 84.9％ 

市街化調整区域 40,162 人 12.9％ 475 件 15.1％ 

総計 311,031 人  3,146 件  

※人口は平成 28 年度（2016 年度）三重県都市計画基礎調査の数値 
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(5) 旧耐震基準で建築された空家等の状況 

空家等の耐震基準の状況をみると、旧耐震基準で建築されたものが 75.8％であり、空家

等の大部分を占めています。 

【図 旧耐震基準で建築された空家等の割合】 

  

【旧耐震基準】 

昭和 56 年（1981 年）6月 1日改正施行の建築基準法による耐震基準（いわゆる新耐
震基準）以前の設計基準 

 

地区別の旧耐震基準の空家等の分布状況をみると、沿岸部や「水沢」地区や「小山田」地

区で割合が多くなっています。 
 

【図 地区別の旧耐震基準の空家等の割合】 

 

 

新耐震基準

627件 19.9%

旧耐震基準

2,385件 75.8%

不明

134件 4.3%

一戸建ての

空家

3,146件
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【表 地区別の旧耐震基準の空家等の件数及び割合】 

地区 
旧耐震基準の 

空家等の数 

旧耐震基準の 

空家等の割合 
地区 

旧耐震基準の

空家等の数 

旧耐震基準の 

空家等の割合 

01.中部 

1.共同 48 82.8％ 11.川島 48 55.8％ 

2.同和 15 88.2％ 12.神前 61 77.2％ 

3.中央 36 81.8％ 13.桜 103 65.6％ 

4.港 66 84.6％ 14.三重 128 78.0％ 

5.浜田 68 80.0％ 15.県 35 54.7％ 

02.富洲原 153 82.7％ 16.八郷 102 70.3％ 

03.富田 123 82.6％ 17.下野 97 76.4％ 

04.羽津 82 73.9％ 18.大矢知 90 69.2％ 

05.常磐 138 78.0％ 19.河原田 36 66.7％ 

06.日永 90 73.2％ 20.水沢 34 81.0％ 

07.四郷 211 78.7％ 21.保々 34 53.1％ 

08.内部 96 68.6％ 22.海蔵 63 68.5％ 

09.塩浜 121 81.8％ 23.橋北 116 87.2％ 

10.小山田 51 87.9％ 24.楠 140 83.3％ 

    2,385 75.8％ 

  

市内全体 
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２－６ 本市における空家等を取り巻く課題 

本市の状況や空家等の実態調査の結果を踏まえ、本市における空家等を取り巻く課題を以

下のように整理します。 

 

(1) 空家等の適切な管理に関する課題                         

住宅総数が世帯数を超える状況が続いているなか、居住世帯が長期にわたって不在とし

ている空家等は増加しています。これらの空家等の中には腐朽や破損のあるものが一定数

存在することから、空家等の増加は管理不全な空家等の増加につながることが懸念されま

す。 

また、持ち家で暮らす高齢者のみの世帯が増加しており、施設への入居や相続等による

空家等の発生が予想されるほか、旧耐震基準で建築された住宅は居住者を失うことで老朽

危険空家等となる可能性が高いことから、将来空家等となる可能性がある所有者や家族に

対し、空家等とならないための準備や、居住中から耐震化や長く使用するための点検・手

入れを進めることも重要です。 

所有者等が当事者意識を持ち、空家等を発生させないこと、空家等となった場合には、

放置することなく、適切な管理を行っていく重要性を十分理解していただく必要がありま

す。 

 

(2) 管理不全な空家等に関する課題                          

空家等が放置され、管理が不適切な状態になると、景観等を阻害するだけでなく、防災

面や衛生面等、地域の生活環境に深刻な影響を及ぼすことが考えられます。また、適切に

管理されていない状態が長期化することで、雑草や立木の繁茂、動物等の住みつきによる

悪臭の発生等による近隣への影響や倒壊等による被害が生じるおそれがあります。 

放置される要因は、所有者等が遠方居住のため空家等の管理ができていない、相続によ

る所有者関係の複雑化により対応ができていない、相続放棄等により相続人が存在しない

など様々であることから、それぞれの要因に応じた相談や制度活用が図られるよう、所有

者等への意識啓発を行っていくことが重要です。 

また、管理不全な状態が解消されていかない場合には、法や条例に基づき、適切に対応

していくことも必要です。 

 

(3) 空家等の利活用に関する課題                           

本市が把握している空家等のうち、何らかの修繕を行えば活用ができるものが多く存在

しています。これらは適切に管理がされていれば問題はありませんが、人が居住していな

い空家等は比較的劣化が早く、放置すれば将来的に管理不全な空家等となる恐れがありま

す。このため、資産価値があるうちに活用を促し、所有者等が積極的に空家等の有効活用

ができるような仕組みづくりが必要です。 
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第３章 空家等対策の基本的な方針 

３－１ 対象とする空家等の種類 

本計画で対象とする空家等は、空家特措法第 2 条第 1 項に規定される「空家等」の他、長

屋及び共同住宅の空き住戸を対象とします。 

 

【空家特措法における「空家等」】 

建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが
常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着するものを含む）をいう（但し、
国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものでないこと）。 

 

３－２ 空家等対策の対象地区 

令和２年度に本市が実施した空家等の実態調査では、空家等は市内全域に存在しているこ

とから、対象地区は市内全域とします。 

 

３－３ 空家等の調査 

国が実施する「住宅・土地統計調査」に基づき、本市全域の空家等の状況を把握するとと

もに、空家等の実態調査を行います。 
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３－４ 空家等対策の基本的な方針 

空家等は所有者等が適切に管理する義務を負っており、空家特措法第５条においても「空

家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管

理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努

めなければならない。」とされています。 

本市では、所有者等が適切に管理することを原則としつつ、以下の３つの方針をもとに、

空家等対策を実施します。 

 

方針１ 空家等の適切な管理                             

空家等となり、その後適切に管理されていなければ、いずれ様々な問題が発生することが

予測されます。 

まずは空家等とならないような予防策を講じていくとともに、空家等となった段階では、

所有者が放置することがないよう、適切な管理を促していくことが重要となることから、空

家等がもたらす影響について、市民や所有者等の理解を図るとともに、空家等に関する相談

先など必要な情報について周知・啓発するなど、空家等の発生抑制と適切な管理を進めるた

めの対策を行います。 

 

方針２ 管理不全な空家等の解消                           

適切な管理が行われていない状態の空家等については、そのままでの利活用が難しい

だけでなく、保安上の危険など周辺へ著しい影響を及ぼすおそれがあることから、必要

な措置を早急に講ずる必要があり、状況に応じて、所有者等に対し、適切な管理や除却

を促すための直接的な指導・啓発を行います。 

また、適切な管理が行われないまま改善がみられない空家等については、周辺への影

響や危険の切迫性等を考慮したうえで、特定空家等及び管理不全空家等の認定を行い、

空家特措法に基づく措置を適切に行使することで、その解消を進めます。 

 

【特定空家等】 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 2 条第 2 項で規定する、そのまま放置すれば倒
壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある
状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺
の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家
等をいう。市町村長は、特定空家等の認定を行い、所有者等に対し、必要な措置をとるよ
う助言、指導、勧告、命令を行うことができる。 

 

【管理不全空家等】 

空家等対策の推進に関する特別措置法第１３条第１項で規定する空家等が、適切な管理
が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそ
れのある状態にあると認められる空家等をいう。市町村長は、管理不全空家等の認定を行
い、所有者等に対し、必要な措置をとるよう助言、指導、勧告を行うことができる。 
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方針３ 空家等の利活用の促進                            

適切に管理されている空家等は、周辺の生活環境に悪影響を与えることはありませんが、

空家等となっている時期が長期化するほど建物の老朽化が進み、最終的には利活用ができ

ない状態となります。 

このため、空家等のまま放置せず、資産価値のあるうちに賃貸や売却を行うなど、利活

用を促進するための啓発や利活用に係る支援、情報提供を行います。 
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３－５ 空家等対策の実施体制 

(1) 住民等からの空家等に関する相談体制 

空家等に関する相談内容は多岐にわたるため、関係部局で連携体制を構築し、空家等所有

者への改善指導を実施します。住民からの相談に対しては、まずは相談内容に応じて市の担

当部署が対応し、内容が多岐にわたる案件は、関係する部局が連携して対応します。 

【表 本市の相談窓口一覧】 

内  容 担当課 連絡先 

①管理不全な建築物に関すること 建築指導課 ０５９－３５４－８２０７ 

②空家等の利活用に関すること 都市計画課 ０５９－３５４－８２７２ 

 予防保安課 ０５９－３５６－２００８ 

 〔中消防署〕 ０５９－３５６－２０１２ 

  〔西分署〕 ０５９－３２６－２５８３  

③火災予防に関すること  〔中央分署〕 ０５９－３２５－４７１７  

 〔北消防署〕 ０５９－３６５－５３２５ 

  〔北部分署〕 ０５９－３６１－１１１９ 

 
〔南消防署〕 ０５９－３４５－０５３０ 

 〔南部分署〕 ０５９－３４９－５１１９ 

④防犯に関すること 市民協働安全課 ０５９－３５４－８１７９ 

⑤草木に関すること 生活環境課 ０５９－３５４－４４１５ 

⑥固定資産税に関すること 資産税課 ０５９－３５４－８１３４ 

⑦獣害等に関すること 環境政策課 ０５９－３５４－８１８８ 

⑧野良犬等の住みつきに関すること 衛生指導課 ０５９－３５２－０５９１ 

⑨浄化槽等の放置に関すること 生活排水課 ０５９－３５４－８４０２ 

⑩防災全般に関すること 危機管理課 ０５９－３５４－８１１９ 

 

(2) 空き家対策庁内検討会 

 空家等の対策は課題が多岐にわたるため、関係部局が連携して対策を推進することが必要

です。本市では、以下の部局にて「空き家対策庁内検討会」を開催し、各部署が把握する課題

を共有し、空家等の対策の検討を進めます。 

【表 空き家対策庁内検討会の構成】 

部名 課名 

都市整備部 都市計画課、建築指導課、道路管理課 

危機管理統括部 危機管理課 

環境部 生活環境課廃棄物対策室、環境政策課 

消防本部 予防保安課 

市民生活部 市民協働安全課、市民課 

財政経営部 資産税課 

商工農水部 農水振興課 

健康福祉部 衛生指導課 

上下水道局 生活排水課 

総務部 総務課 

シティプロモーション部 観光交流課 
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(3) 空家等対策協議会の組織 

本市では空家等対策計画の作成等及びその他空家等に関する対策の推進を目的として、令

和 4 年（2022 年）10 月より「四日市市空家等対策協議会」を組織しています。 

協議会においては、専門的な観点から多角的な議論を行う必要があるため、学識経験者、

法務、不動産、建築、福祉といった幅広い分野から委員を選出し、協議を行います。 

【表 四日市市空家等対策協議会の構成】 

分野 組織・団体等 

学識経験者 大学教授等 

法務 弁護士 

法務 三重県司法書士会 

不動産 公益社団法人 三重県宅地建物取引業協会 

不動産 公益社団法人 全日本不動産協会三重県本部 

建築 一般社団法人 三重県建築士事務所協会 

福祉 社会福祉法人 四日市市社会福祉協議会 

 

３－６ 計画の進行管理 

本計画の推進にあたっては、各施策の進捗状況や目標達成状況を点検・評価するために、

計画（Plan）、実施（Do）、点検・評価（Check）、改善・見直し（Action）の PDCA サイクルの

考えに基づき計画の進行管理を行います。 

 

【図 PDCAサイクルに基づく進行管理のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画（Plan） 実施（Do） 

改善・見直し
（Action） 

点検・評価 
（Check） 

○空家等対策計画の策定 ○施策の実施 

○点検・評価を踏まえた計画の 

改善・見直し 

○施策の進捗状況の点検・評価 
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第４章 具体的な施策 

本市では、3 つの方針をもとに以下の施策を実施します。 

 取り組み 具体的な施策 

方針１ 

空家等の 

適切な管理 

(1) 所有者等への啓発 

 

① パンフレットや市ホームページ等を活用

した周知・啓発 

② 福祉関連の部局や事業者等と連携した周

知・啓発 

(2) 所有者等による適切

な管理の促進 

① 空き家相談会の開催 

② 旧耐震基準の空家の耐震化や除却の誘導 

③ リバースモーゲージ等の普及促進 

方針２ 

管理不全な 

空家等の解消 

(1) 所有者等への啓発 ① パンフレットや市ホームページ等を活用

した周知・啓発 

(2) 所有者等による自主

改善の促進 

① 空き家相談会の開催 

② 改善指導の実施 

③ 旧耐震基準の空家の耐震化や除却の誘導 

④ 管理不全空家等及び特定空家等の認定に

よる指導 

⑤ 空家特措法による法的措置の実施 

⑥ 特定空家等の所有者等への支援策の検討

実施 

⑦ 建物の老朽化以外の理由で悪影響を及ぼ

すおそれがある空家等への対応 

(3) 行政による管理不全

な空家等の解消 

① 条例に基づく緊急安全措置の実施 

② 空家特措法に基づく代執行の実施 

③ 財産管理人制度等の活用による所有者不

明空家等の解消 

方針３ 

空家等の 

利活用の促進 

(1) 所有者等への啓発 ① パンフレットや市ホームページ等を活用

した周知・啓発 

(2) 所有者等による利活

用の促進 

① 空き家・空き地バンクによる住宅市場へ

の流通促進 

② 空家等への住み替えの促進 

③ 空き家相談会の開催 

④ インスペクション（建物状況調査）の普

及促進 

⑤ 市街化調整区域における空家等の活用促

進 

⑥ 除却した空家等に係る跡地の活用の促進 

⑦ 三重県居住支援連絡会と協力した民間賃

貸住宅相談会の開催 

⑧ リバースモーゲージ等の普及促進 
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４－１ 空家等の適切な管理 

空家等は個人の財産であり、その管理は所有者等の責任において適切になされるものです。

空家等の所有者の責任を周知するとともに、管理不全な状態とならないための情報提供や意

識啓発を行い、所有者等による空家等の適切な管理の実施を促すとともに、空家等となるこ

とが見込まれる所有者等へ適切な管理についての注意喚起を行います。 

 

(1) 所有者等への啓発 

① パンフレットや市ホームページ等を活用した周知・啓発               

空家等の適正管理においては、所有者自身がまずその重要性を認識することが必要であ

ることから、市のホームページや広報、公式ＳＮＳ、関係課窓口や市民センターでの配架

等により、空家等が及ぼす影響や空き家の適正な管理、相談先について、広く周知を行う

とともに、空家等の状況に応じた情報提供や働きかけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市が配布する「おくやみハンドブック」のなかで、相続により空家等を取得され

た方に向けて、相続登記の実施や空家等の適切な管理を促すための周知を行います。 

 

【おくやみハンドブック】 

死亡後に必要となる各種手続きをご遺族がスムーズに行えるよう、死亡届を受付した
際に窓口で配布している冊子。 
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国土交通省・日本司法書士会連合会・全国空き家対策推進協議会が作成した「住まいのエ

ンディングノート」では、建物・土地所有者に向けて、放置空き家となることを防止するた

めの周知を行います。 

 

【住まいのエンディングノート】 

家系図や、建物・土地の所有の状況に加え、これらを将来どうしたいかなどの情報を
住まいの所有者が記入できるノート 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

② 福祉関連の部局や事業者等と連携した周知・啓発                      

 持ち家で暮らす単身高齢者の世帯数は増加しており、福祉施設等への入所により、建物や

土地の管理者が不在となることがあります。 

 こうしたことから、庁内福祉関連部局、社会福祉協議会、福祉関連事業者等と連携を図

り、空家等の発生の予防や適切な管理に向けた周知や啓発を行います。 

 

(2) 所有者等による適切な管理の促進 

① 空き家相談会の開催                               

空家等の所有者等や将来の空家等の所有者等が抱えるさまざまな悩みや問題に対応する

ため、不動産、司法、建築等の専門家団体と連携して、「空き家無料相談会」を実施します。 
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② 旧耐震基準の空家の耐震化や除却の誘導                       

空家等の実態調査の結果では、旧耐震基準で建築された空家が全体の 75.8％を占めてい

ます。旧耐震基準で建築された住宅は、既に建築後 40 年以上が経過しており、空家となり

放置されると、危険な空家となる可能性が高いことから、関連する以下の制度の周知をあ

わせて行い、耐震化による有効活用又は除却を促します。 

 
 

a) 木造住宅耐震改修、除却補助事業の実施 

昭和 56 年（1981 年）5 月 31 日以前に建築され、耐震診断により耐震性がないと判断さ

れた木造住宅に対し、耐震補強計画策定費や補強工事費、除却する場合の除却費への補助

事業を実施しています。この制度を案内することで、耐震化による既存住宅の価値向上を

図るための周知を行うとともに、耐震化が困難で、利用見込みのないものについては除却

を誘導します。 

 
 

b) 旧耐震基準の空き家除却促進補助事業の実施 

上記木造住宅除却補助事業を活用して空家を除却し、除却後の土地を空き家・空き地バ

ンクに登録した場合に補助を行う「四日市市旧耐震空き家除却促進補助金」を実施してい

ます。この制度を案内することで、空家の除却による土地の固定資産税上昇の負担感を緩

和し、空家をそのままにしておく状況を解消するとともに、不動産市場での流通を図りま

す。 
 

c) 空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除）

の周知 

所有者が亡くなり空家等となった家屋とその敷地を相続した相続人が、耐震リフォーム

または取壊しをし、相続発生日から 3 年後の年末までに、その家屋又は敷地を譲渡した場

合に、その譲渡にかかる譲渡所得の金額から 3,000 万円が特別控除される国の制度が令和

９年（2027 年）12 月 31 日まで（令和６年時点）実施されています。この制度を適切に周

知することで、相続した家屋等の利活用及び放置空家の発生を抑制します。 

 

【空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除】 

  相続日から起算して 3 年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、被相続人の居住

の用に供していた家屋を相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフォー

ムしたものに限り、その敷地を含む。）又は取り壊しの土地を譲渡した場合には、当該家

屋又は土地の譲渡所得から 3,000 万円を特別控除する制度。 

  

 

 

 

 

 

 



 

26 

③ リバースモーゲージ等の普及促進                          

 金融機関などが行うリバースモーゲージやリースバックなどの制度について情報提供を行

います。 

 こうした制度の活用により、空家等の所有者が変わった際にも、既存住宅の再利用が容易

となり、既存住宅が空家等とならずに円滑に流通すると考えられることから、制度の情報提

供など、普及を促進します。 

 

  

【リバースモーゲージ】 

  リバースモーゲージとは、持ち家等を所有していて現金収入が少ない高齢者等を対象

に、その土地・建物を担保して生活資金を貸し付け、世帯の自立支援を図っていく貸付制

度です。 

 

 

 

 

 

 

【リースバック】 

住宅を売却して現金を得て、売却後は毎月賃料を支払うことで、住んでいた住宅に引き

続き住むサービス。 

 

金
融
機
関 

所
有
者 

相
続
者 

自宅 

(担保) 
生前 

死後 

融資 

一括返済の手続き 

 

売却 

リ
ー
ス
バ
ッ
ク
事
業
者 

居
住
者 

 

自宅 

売却 

毎月家賃を支払う 

売買代金の支払

そのまま居住 
（賃貸借契約） 
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４－２ 管理不全な空家等の解消 

適切な管理が行われていない空家等は、防災、衛生、景観等において、周辺への悪影響を

およぼすおそれがあるため、防止、解消に向けた対応が必要です。空家等の所有者等に対し、

必要に応じた改善要請を行い、管理不全な状態の解消に向けた対応を図ります。 

 

(1) 所有者等への啓発 

① パンフレットや市ホームページ等を活用した周知・啓発（再掲）           

空家等の適正管理においては、所有者自身がまずその重要性を認識することが必要であ

ることから、市のホームページや広報、公式ＳＮＳ、関係課窓口や市民センターでの配架

等により、空家等が及ぼす影響や空き家の適正な管理、相談先について、広く周知を行う

とともに、空家等の状況に応じた情報提供や働きかけを行います。 

 

(2) 所有者等による自主改善の促進 

① 空き家相談会の開催（再掲）                           

空家等の所有者等や将来の空家等の所有者等が抱えるさまざまな悩みや問題に対応する

ため、不動産、司法、建築等の専門家団体と連携して、「空き家無料相談会」を実施します。 

 

② 改善指導の実施                                 

市民等からの情報提供等により把握した空家等については、速やかに現地調査を行った

うえで、適切な管理が行われていない状況が見受けられる場合には、所有者調査を実施し、

自主改善を促すための直接的な助言・指導を行います。建物に腐朽や破損等が見られる場

合は、不良度の判定を行い、不良具合に応じたパトロールや指導の強化を行っています。 

加えて、適切な管理が行われていない状況が多分野にわたる場合には、関連部局と情報

共有を図り、連携した対応を行います。 

 

③ 旧耐震基準の空家の耐震化や除却の誘導（再掲）                   

空家等の実態調査の結果では、旧耐震基準で建築された空家が全体の 75.8％を占めてい

ます。旧耐震基準で建築された住宅は、既に建築後 40 年以上が経過しており、空家となり

放置されると、危険な空家となる可能性が高いことから、耐震化による有効活用又は除却

を促します。 

 

④ 管理不全空家等及び特定空家等の認定による指導                            

空家の適切な管理を促したにもかかわらず、改善が見られず、このまま放置すると腐朽

や破損等の具合が増大し、周辺へ著しく悪影響を及ぼす恐れがある空家について、空家特

措法に基づく管理不全空家等及び特定空家等に認定したうえで指導することで、所有者等

への意識啓発を行い、自主改善を促します。 

また、建物の危険性だけでなく、著しく衛生上有害となるおそれのある状態、周辺の生

活環境の保全状態が著しく不適切である状態など、建物の老朽化以外の理由で課題が生じ

ている空家等についても、管理不全空家等及び特定空家等の認定も含めた対応策の検討を

進めます。 
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⑤ 空家特措法による法的措置の実施                         

管理不全空家等及び特定空家等に認定したうえでの指導にもかかわらず、改善が図られ

ない場合は、「四日市市空家等対策協議会」での協議の上、空家特措法に基づく勧告、命令

を行い、改善を促します。 

また、勧告を受けた管理不全空家等及び特定空家等の敷地については、固定資産税・都

市計画税の住宅用地に対する課税標準の特例（以下「住宅用地特例」という。）の適用対象

から除外されることから、勧告にあたっては、資産税課と連携して対応を進めます。 

【図 管理不全空家等、特定空家等に関する措置のフロー】 
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命令 
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行政代執行 
[法第２２条第 9,10 項] 

特定空家等の認定 
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情報の提供、助言その他必要な援助 
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勧告を受けると固定

資産税等住宅用地特
例の対象から除外 

事

前

の

対

応 

管 

理 

不 

全 

空 

家 

等 

の 
認 
定 

特 

定 

空 

家 

等 

の 

認 

定 

管
理
不
全
空
家
等
の
措
置 

特
定
空
家
等
の
措
置 

所有者等に対する費用徴収 

法による措置 

再三の助言等にもかかわらず改善等されない 

【管理不全空家等】 

そのまま放置すれば特定空家等となるおそれ

のある状態 

【特定空家等】 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態 

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著

しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態 

 

管理不全空家等の認定 

指導 
[法第 1３条 1 項] 

法による措置 
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⑥ 特定空家等の所有者への支援策の実施                       

所有者等が改善の必要性を認識していても、経済的な理由により危険な状態のまま放置

されている特定空家等について、所有者自らの除却を促すため、「空き家対策総合支援事業」

等を活用し、除却する場合の除却費への補助事業を実施します。 

 

【空き家対策総合支援事業】 

 空家等対策の推進に関する特別措置法の規定に基づく「空家等対策計画」に沿って、市町

村が民間事業者と連携して総合的に実施する空家等対策を支援する国の事業 

 

⑦ 建物の老朽化以外の理由で悪影響を及ぼすおそれがある空家等への対応         

空家等については、建物の老朽化だけでなく、草木の繁茂や火災、防犯、ごみ、動物等

の住みつきなど、多岐にわたる相談が寄せられています。そのため、著しく衛生上有害

な状態や、生活環境の保全上不適切な状態など、建物の老朽化以外の理由で課題が生じ

ている空家等についても、関係部局が連携し、所有者等に対して適切な管理が促される

よう努めます。 

 

(3) 行政による管理不全な空家等の解消 

① 条例に基づく緊急安全措置の実施                          

空家等に危険な状態が切迫している場合で、所有者等に自ら危険な状態を回避できない

理由があると認めたときは、条例に基づき緊急安全措置を実施します。 

 

② 空家特措法に基づく代執行の実施                          

命令処分を行ってもこれに従わない場合、そのままでは周辺環境に深刻な被害を与える

危険性が切迫している空家等については、代執行により危険を解消します。 

 

③ 財産管理制度等の活用による所有者不明空家等の解消                        

所有者等への自主改善を促すことができない相続人不存在などの所有者不明な空家等に

ついては、利害関係人に対し、民法に規定される財産管理制度や所有者不明土地・建物管

理制度の活用を促します。また、その資産性や周辺への悪影響を考慮したうえで、市が管

理人の申立てを行い、管理人による除却を進めます。 

 

【財産管理制度】 

利害関係者が裁判所に申立て、裁判所が選任した財産管理人（財産について所有者の代わ
りとなる者）が、財産の売却等の清算を行う制度。 

【所有者不明土地・建物管理制度】 

特定の土地・建物のみに特化した財産管理制度（令和５年４月１日施行） 
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４－３ 空家等の利活用の促進 

資産価値のあるうちに空家等の活用が図られるよう、所有者が空家等を活用しやすい環境

を整えるほか、空家等を活用したい人が安心して利用できる環境づくりを図ります。 

 

(1) 所有者等への啓発 

① パンフレットや市ホームページ等を活用した周知・啓発（再掲）           

市のホームページや広報、公式ＳＮＳ、関係課窓口や市民センターでの配架等により、

空家等の利活用について、広く周知を行うとともに、空家等の状況に応じた情報提供や働

きかけを行います。 

 

(2) 所有者等による利活用の促進 

① 空き家・空き地バンクによる住宅市場への流通促進                 

空き家、空き地の売却や賃貸を希望する所有者からの希望に基づき、空き家、空き地の

情報を、住み替えなど検討している方に対して、市のホームページなどにおいて情報を提

供する「四日市市空き家・空き地バンク」を運用しています。当制度の積極的な活用を図

り、住宅市場への中古住宅の流通を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 空家等への住み替えの促進                            

市外からの転入や市内の賃貸住宅から転居する子育て世帯や若年夫婦世帯に対し、中古

住宅の取得を支援する「子育て・若年夫婦世帯の住み替え支援補助金」や親世帯との近居

するための中古住宅の取得を支援する「子育て・若年夫婦世帯の近居支援補助金」を運用

しています。こうした制度を活用し、子育て世帯や若年夫婦世帯の空家等の取得の促進を

図ります。 
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③ 空き家相談会の開催（再掲）                           

空家等の所有者等や将来の空家等の所有者等が抱えるさまざまな悩みや問題に対応する

ため、不動産、司法、建築等の専門家団体と連携して、「空き家無料相談会」を実施します。 

 

④ インスペクション（建物状況調査）の普及促進                   

中古住宅は新築時の品質や性能に加えて、その後の維持管理や経年劣化の状況により物

件ごとの状態に差があることから、消費者はその品質や性能に不安を感じることがありま

す。こうしたことから目視を中心とした非破壊検査により、構造の安全性や日常生活上の

支障があると考えられる劣化事象等を調査するインスペクション（建物状況調査）の普及

を促進し、安心して空家等への住み替えができる環境の整備に取り組みます。 

 

【インスペクション（建物状況調査）】 

目視などを中心とした非破壊検査による建物の現況調査を行い、構造の安全性や日
常生活上の支障があると考えられる劣化事象の有無を把握するもの。 

 

⑤ 市街化調整区域における空家等の活用促進                     

市街化区域と市街化調整区域の空家等の状況を見ると、各区域の人口割合に比べ、市街

化調整区域では空家等の割合が高くなっています。こうした状況から、市街化調整区域内

の既存集落の維持や活性化を図るため、国の開発許可制度運用指針に基づいて市街化調整

区域内の既存集落にある空家等を自己用に限らず、賃貸住宅や地域資源を活用した貸店舗

等として活用できるよう、規制緩和に取り組みます。 

 

⑥ 除却した空家等に係る跡地の活用の促進                      

空家等を除却した跡地についても、適正に管理されないまたは有効活用されない場合は

雑草の繁茂、樹木の越境などの新たな問題を発生させます。これらの問題が発生しないよ

う、適正な管理を促すとともに、空き家・空き地バンク等の活用により有効活用を図りま

す。 

 

⑦ 三重県居住支援連絡会と協力した民間賃貸住宅相談会の開催                           

  住まい探しでお困りの方に対し、民間賃貸住宅への入居を促進するため、三重県居住支

援連絡会と協力し、民間賃貸住宅相談会を開催します。 

  相談会の開催により、入居希望者に対して賃貸住宅への入居支援を行うとともに、民間

の空き家、空き室の活用を促進します。 

 

【三重県居住支援連絡会】 

住まいの確保が難しい方に対し、トラブル仲裁や緊急対応の案内といった、必要な
支援を行うことを目的に、不動産関係団体、民間の居住支援団体、行政が協力して設
立した団体。 
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⑧ リバースモーゲージ等の普及促進（再掲）                          

 金融機関などが行うリバースモーゲージなどの制度について情報提供を行います。 

 こうした制度の活用により、空家等の所有者が変わった際にも、既存住宅の再利用が容易

となり、既存住宅が空家等とならずに円滑に流通すると考えられることから、制度の情報提

供など、普及を促進します。 
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資料 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

平成２６年１１月２７日 

法律第１２７号 

令和５年１２月１３日 

法律第５０号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地

域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は

財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進す

るため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。

第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する

施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的か

つ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であっ

て居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地

方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管

理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の

保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情

報の収集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその

活用の促進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく

空家等に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努め
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なければならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施

その他空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対す

る情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう

努めなければならない。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団

体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あ

らかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する

ため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同

条第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項

までの規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 
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八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の

空家等の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域におけ

る経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要

となると認められる区域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活用

促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空家

等活用促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する

中心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再

生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）

第二条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機

能を有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事

項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必

要な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八

条において「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡

地の活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家

等活用促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一

号）第二条第一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は

空家等の跡地に新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七

条第一項の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に

限る。次項において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する

同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第

三項において準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適

用を受けるための要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第

二項の規定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例

適用要件」という。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メート

ル未満の道（同法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メート

ル以上接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等

活用促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資する
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ものとして国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用

促進区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一

項の指定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規

定する事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第

百号）第七条第一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）

の区域を含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区

域の区域及び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなけ

ればならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第

十七条第二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三

項までの規定のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」

という。）に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等

活用促進区域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定

又は同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又

は第三項において準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし

書の規定による許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定

行政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。この

場合において、用途特例適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の同意を得

なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行

政庁は、特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用

促進区域における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めると

きは、同項の同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第

一項及び第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方

針との調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報

の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うた

めの協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町

村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村
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長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有

者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行

うことができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度におい

て、空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員

若しくはその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることが

できる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められ

る場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にそ

の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であ

るときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有す

る情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施

行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的

のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされている

もののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために

利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に

関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行

のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるとき

は、関係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、

空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条におい

て同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの

者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放

置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当

該状態にあると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、

基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全

空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう

指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家

等の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが

大きいと認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管

理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な

措置について勧告することができる。 

 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項

の規定による命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任

の請求をすることができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命

令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に

必要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第

二百六十四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を

行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報

の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長

は、空家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該

当するものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の

経済的社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に
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対し、当該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必

要な措置を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要がある

と認めるときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利

の処分についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）

が第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表され

たときは、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基

準法第四十三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは

「利用者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関

する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計

画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例

適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第

七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたと

きは、当該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法

第四十八条第一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項

まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁

が、」と、「認め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益

上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法

律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定

により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定

する用途特例適用要件（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合すると認

めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第

十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適用要件に

適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただし書

中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可

した場合その他」とする。 

 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を

含む。）の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街

化調整区域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第

十項に規定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導

用途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれ

も当該建築物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協

議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配
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慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定す

る空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を

誘導用途に供するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定

による許可その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう

適切な配慮をするものとする。 

 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）

第二十一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村か

らの委託に基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他

の空家等の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地

方住宅供給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規

定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特

別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年

法律第百号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づ

き、空家等活用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における

経済的社会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うこ

とができる。 

 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平

成十七年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三

条第一項に規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の

跡地の活用の促進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことがで

きる。 

 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除

却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのま

ま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項におい

て同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定

空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相

当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図る

ために必要な措置をとることを勧告することができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措

置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提

出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその

代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村

長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することがで

きる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三

項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を

行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定

によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利

な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を

命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても

同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四

十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこ

れをさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくて

その措置を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を

確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧

告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行

うことができないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その

措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において

「措置実施者」という。）にその措置を行わせることができる。この場合においては、市

町村長は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限

までにその措置を行わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置

に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険

な状態にある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生

活環境の保全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第

八項までの規定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定

にかかわらず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、

又は措置実施者に行わせることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及
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び第六条の規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その

他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することがで

きる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又

は妨げてはならない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）

第三章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実

施を図るために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国

土交通省令・総務省令で定める。 

 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二

項に規定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管

理若しくは活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業

務を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管

理活用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、

住所及び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を

変更するときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示

しなければならない。 

 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空

家等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管

理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修そ

の他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は

事務を行うこと。 

 

（監督等） 



 

43 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることがで

きる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していない

と認めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべき

ことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第

一項の規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなけれ

ばならない。 

 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な

情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要が

あるとして、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等

関連情報」という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要

な限度で、当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供する

ときは、あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者

等関連情報によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村

に対し、国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変

更をすることを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該

提案に係る空家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作

成又は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するもの

とする。この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、

その理由を明らかにしなければならない。 

 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切

な管理のため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定に

よる請求をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認める

ときは、第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規
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定による請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、

当該要請をした支援法人に通知するものとする。 

 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関す

る対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に

対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画

に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置

その他の措置を講ずるものとする。 

 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円

以下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定

は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況

を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。



 

 

計画策定の経緯 

■市民の皆さまの意見の反映 

令和５年 １月 ６日 パブリックコメントの実施（２月６日まで） 

 

■四日市市議会の意見の反映 

令和４年 ８月３１日 都市・環境常任委員会（８月定例月議会） 

令和４年１２月１３日 都市・環境常任委員会（１１月定例月議会） 

令和５年 ３月 ２日 都市・環境常任委員会（２月定例月議会） 

 

■有識者の意見の反映 

令和４年１０月１１日 第１回四日市市空家等対策協議会 

令和４年１１月１０日 第２回四日市市空家等対策協議会 

 

■令和５年３月 策定 

  

■令和７年４月 一部改定 

 令和５年１２月１３日に空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律が施

行されたことから、法文のずれ等を修正。 

  

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四日市市空家等対策計画 令和７年４月  

 四日市市 都市整備部 都市計画課 

 〒510-8601 四日市市諏訪町１番５号 

 TEL：059-354-8272 FAX：059-354-8404 

 E-mail：toshikeikaku@city.yokkaichi.mie.jp 


